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Ⅱ. 直近の2事業年度（特に指定のあるものを除く）における財産の状況
Financial Statements for Past Two-year Period (Excludes items where specifically noted)

 1.  計算書類
Financial Documents

（1）日本における保険業の貸借対照表 Balance Sheets
（単位：百万円／Unit : Yen in millions）

科目 Item
2019年度

（2020年3月31日現在）
As of March 31, 2020

2020年度
（2021年3月31日現在）

As of March 31, 2021

（資産の部） Assets
現金及び預貯金 Cash & Deposits 8,874 9,534
　預貯金 　Deposits 8,874 9,534
金銭の信託 Money Trusts － 1,000
有価証券 Investment in Securities 30,941 35,532
　国債 　Government Bonds 1,990 1,972
　地方債 　Municipal Bonds 294 240
　社債 　Corporate Bonds 16,434 18,599
　株式 　Stocks 432 314
　外国証券 　Foreign Securities 5,630 5,619
　その他の証券 　Other Securities 6,159 8,785
有形固定資産 Tangible Fixed Assets 554 634
　建物 　Buildings 408 510
　リース資産 　Leased Tangible Assets 9 4
　その他の有形固定資産 　Furniture & Fixtures 136 119
無形固定資産 Intangible Fixed Assets 2,258 2,099
　ソフトウェア 　Software 1,939 1,255
　その他の無形固定資産 　Other Intangible Fixed Assets 319 844
その他資産 Other Assets 9,209 14,779
　未収保険料 　Premiums Receivable 986 1,614
　代理店貸 　Agents' Balance 837 684
　共同保険貸 　Amounts Due from Co-Insurance 20 3
　再保険貸 　Amounts Due from Reinsurance 4 1
　外国再保険貸 　Amounts Due for Reinsurance from Foreign Reinsurance Companies 1,135 5,984
　未収金 　Accounts Receivable 3,037 3,390
　未収収益 　Accrued Income 26 39
　預託金 　Deposits Receivable 379 554
　仮払金 　Suspense Payments 2,617 2,399
　その他の資産 　Sundry Assets 164 106
繰延税金資産 Deferred Tax Asset － 1,693
貸倒引当金 Reserve for Bad Debts △ 0 △ 10
本支店勘定 Head Office Account 1,708 5,572
資産の部合計 Total Assets 53,546 70,835
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（単位：百万円／Unit : Yen in millions）

科目 Item
2019年度

（2020年3月31日現在）
As of March 31, 2020

2020年度
（2021年3月31日現在）

As of March 31, 2021

（負債の部） Liabilities
保険契約準備金 Technical Reserve 32,775 33,117
　支払備金 　Loss Reserves 13,125 13,614
　責任準備金 　Underwriting Reserves 19,649 19,503
その他負債 Other Liabilities 15,739 23,657
　共同保険借 　Amounts due to Other Home Insurance Companies for Co-insurance 2 39
　再保険借 　Amounts due to Other Home Insurance Companies for Reinsurance 2 1
　外国再保険借 　Amounts due to Other Foreign Insurance Companies for Reinsurance 1,667 8,951
　未払法人税等 　Accrued Taxes 47 48
　預り金 　Deposit Payable 395 421
　未払金 　Accounts Payable 4,690 5,091
　仮受金 　Suspense Receipts 8,759 8,561
　リース債務 　Lease Liabilities 11 5
　資産除去債務 　Asset Retirement Obligations － 371
　その他の負債 　Other Liabilities 161 164
退職給付引当金 Reserve for Retirement Benefits 94 56
価格変動準備金 Reserve for Price Fluctuations 220 237
繰延税金負債 Deferred Tax Liability － －
負債の部合計 Total Liabilities 48,830 57,069

（単位：百万円／Unit : Yen in millions）

科目 Item
2019年度

（2020年3月31日現在）
As of March 31, 2020

2020年度
（2021年3月31日現在）

As of March 31, 2021

（純資産の部） Net Assets
持込資本金 Brought in Capital 32,433 5,933
供託金 Deposit for License 200 200
剰余金 Retained Earnings △ 27,783 6,324
　繰越利益剰余金 　Retained Earnings Brought Forward △ 27,783 6,324
持込資本金等合計 Total Brought in Capital etc. 4,850 12,458
その他有価証券評価差額金 Unrealized Gain /Loss-Investment △ 133 1,307
評価・換算差額等合計 Total Unrealized Gain/Loss △ 133 1,307
純資産の部合計 Total Net Assets 4,716 13,765
負債及び純資産の部合計 Total Liabilities & Net Assets 53,546 70,835

2020年度の貸借対照表の注記
 1 .　有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
（ 1） その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。なお、評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、また、売却原価の算定は、移動平均法に基づいております。
（2） その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価法又は償却原価法により行っております。

 2.　 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法により行っており
ます。また、ファイナンス・リース取引により取得した有形固定資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により行ってお
ります。

 3.　無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。
 4.　外貨建資産等の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。
 5.　貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に
陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き
当てております。今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力等を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。
また、すべての債権は上記の基準に基づき、それぞれの資産の所管部が一次査定を実施し、当該部署から独立した財務部もしくはリスク管理部が二次査
定を実施し、その査定結果に基づいた引当の計上を行っております。  
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 6.　 退職給付引当金は従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異
は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定率法により、翌期から費用処理することとしております。過去勤務債務
は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により費用処理しております。

 7.　 価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第199条において準用する同法第115条の規定に基づき計上しております。
 8.　 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによっております。
 9.　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等は税込方式によっております。なお、資産に係る控除

対象外消費税等はその他の資産に計上し、5年間で均等償却を行っております。
10.　 会計上の見積りに関する事項は次のとおりであります。
（支払備金）

保険契約に基づいて支払義務が発生した、または発生したと認められる保険金のうち、まだ支払っていない金額を見積り、支払備金として積み立てて
おります。
支払備金は、既発生既報告の支払備金（保険契約に基づいて支払義務が発生した保険金のうち、まだ支払っていない金額。以下「普通支払備金」とい
う）と、既発生未報告の支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払事由が既に発生したと認められる保険金。以
下「IBNR備金」という）から構成されます。
（ 1）当事業年度の貸借対照表に計上した金額

普通支払備金 11,377百万円
IBNR備金 2,236百万円
支払備金 13,614百万円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
普通支払備金に関しては、支払事由が発生した保険契約に関して、期末日時点で利用可能な情報に基づき、将来の支払額を見積り計上しており
ます。
IBNR備金に関しては、支払事由が発生したと認められるが、未報告の保険契約について、その最終損害額を主に統計的見積法により算出し、将
来の支払額を見積っております。
②主要な仮定
普通支払備金は、保険契約の補填内容に加え、過去の支払実績や将来の環境変化による影響などを考慮し、将来の支払額を見積っております。
IBNR備金は、予想損害率、保険金等進展率等の主要な仮定を使用して、将来の支払額を見積っております。
③翌事業年度の影響
損害調査の進展や裁判等の結果などの変動要因により、保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見積りから変動する可能性がありま
す。 なお、IBNR備金は、過去の実績等を勘案し、適正な保険数理に基づき積み立てておりますが、支払事由の発生について未報告であること等
に起因する不確実性を有しております。

1 1 .　  表示方法の変更に関する事項は次のとおりであります。
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度から適用し、重要な会計上の見積りに関する注記を記
載しております。

12.　  会計上の見積りの変更に関する事項は次のとおりであります。
資産除去債務の計上につきましては、従来、負債計上に代えて不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的
に見積り、当該事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっておりましたが、当事業年度より、原状回復費用を負債計上することといたしま
した。これは、当事業年度において、原状回復費の総額が敷金の総額を上回ることとなり、従来の方法によることが認められなくなったことによるものであ
ります。これにより、当事業年度において資産除去債務を371百万円計上しております。なお、見積りの変更による影響額は軽微であります。
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13.　 有形固定資産の減価償却累計額は、832百万円であります。
14.　 繰延税金資産の総額は10,558百万円で、繰延税金負債の総額は523百万円であります。また、繰延税金資産から評価性引当額として控除した額は

8,342百万円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、繰越欠損金6,637百万円、責任準備金1,546百万円、支払備金980百万円であ
り、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金488百万円であります。

15.　ファイナンス・リース取引により使用している重要な有形固定資産として、社用車等があります。
16.　 担保に供している資産は現金で、その額は200百万円であり、保険業法第190条に基づき日本における営業のために供託資産として差し入れている

ものであります。
17.　  当期末における支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。
（支払備金）

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 36,223百万円
同上に係る出再支払備金 22,609百万円
　差引（イ） 13,614百万円
地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る支払備金（ロ） 0百万円
　計（イ＋ロ） 13,614百万円

（責任準備金）
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 34,909百万円
同上に係る出再責任準備金 20,972百万円
　差引（イ） 13,936百万円
その他の責任準備金（ロ） 5,566百万円
　計（イ＋ロ） 19,503百万円

18.　 退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（ 1）退職給付債務及びその内訳

イ.退職給付債務 △ 1,940百万円
ロ.年金資産 1,887百万円
ハ.未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 53百万円
ニ.会計基準変更時差異の未処理額 －百万円
ホ.未認識数理計算上の差異 △ 3百万円
ヘ.未認識過去勤務債務 －百万円
ト.貸借対照表計上額の純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 56百万円
チ.前払年金費用 －百万円
リ.退職給付引当金（トーチ） △ 56百万円

（2）退職給付債務等の計算基礎
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
割引率 0.94%
期待運用収益率 1.25%
過去勤務債務の額の処理年数 5年
数理計算上の差異の処理年数 5年
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19.　 金融商品に関する事項は次のとおりであります。
（ 1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社日本支店は、保険業法に基づく損害保険事業を行うための資金を、当社本店からの出資等により調達しております。また、お客さまからお
預かりした保険料に対して、保険契約準備金の積立を行います。これらの調達資金や保険料は、当社日本支店が定めた資産運用方針に基づき、
安全性・流動性の高い金融資産で運用します。デリバティブ取引や貸付・不動産への投資は行いません。
②金融商品の内容及びそのリスク
主な金融資産は有価証券であり、その内訳は債券、投資信託であります。債券、投資信託は純投資目的で保有しております。これらは、発行体の
信用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。純投資目的で保有する有価証券は、格付の高いものを対象としま
す。
③金融商品に係るリスク管理体制
当社日本支店は、リスク管理方針、資産運用リスク管理規程に基づき、金融資産及び保険契約準備金に、金利変動による不利な影響が生じな
いよう、資産負債管理（ALM）を行っております。具体的な管理プロセスは以下のとおりであります。
まず、保険計理人は保険負債のキャッシュフローを計算し、投資委員会（注1）において債券運用の目標デュレーションを決定します。目標デュ
レーションと実績デュレーションの乖離分析、本社基準の期待ショートフォール（信頼区間99％、1年）、信用リスクの状況を含む市場リスク量
と資産配分の状況は、四半期ごとに開催される統合リスク管理委員会（注2）に報告しております。また、信用リスク、金利リスク、市場リスク、
流動性リスクについて、四半期ごとにストレステストを実施し、資本に与える影響度を見積ります。

（注 1）当社日本支店の経営会議体である経営委員会の統治機構の下、それを補佐する委員会として設置。少なくとも半期ごとに開催。資産運用方針を
定め、ＡＬＭの手法として想定される保険期間に合致した運用期間を設定します。

（注2）当社日本支店の経営会議体である経営委員会の統治機構の下、それを補佐する委員会として設置。四半期に一度開催。
（2）金融商品の時価等に関する事項

2021年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難
と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）2.参照）

 （単位：百万円）
 貸借対照表計上額 時価 差額
①現金及び預貯金 9,534 9,534 ー
②金銭の信託 1,000 1,000 ー
③有価証券 35,217 35,217 ー
　　その他有価証券 35,217 35,217 ー
④未収金 3,390 3,390 ー
資産計 49,141 49,141 ー
   
①未払金 5,091 5,091 ー
負債計 5,091 5,091 ー

（注）1.金融商品の時価の算定方法
資産
①現金及び預貯金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
②金銭の信託
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
③有価証券
　時価はグループ本社の採用する金融情報サービス会社が提供する価格を採用しております。
④未収金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
負債
①未払金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（注）2. 非上場株式（貸借対照表計上額314百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、前掲「②有価証券」には含め
ておりません。

20.　 当期に持込資本金を26,500百万円減少させて繰越利益剰余金に振り替えることにより、欠損填補を行っております。
21.　  金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。


